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OSPOの関与により、すでにAIガバ

ナンスの成果が表れていま

す。82％がオープンソースAIの利

用管理の改善を、76％が規制順守

の改善を報告しており、

49％は開発者の生産性
の向上を報告していま
す。

アジア太平洋地域がOSPOの
今後の成長を牽引してお
り、正式にOSPOを導入して
いる割合は29％、OSPOの導
入を計画している割合は
20％で、これは南北アメリカおよ

びヨーロッパの計画率の2倍に相当し
ます。

AIエージェントはすでにOSPOの業務に

導入され始めています: 69% の組織が 

「プロトタイプ段階」ま
たはそれ以上の段階にあ
り、そのうち18％はすでに
本番環境でエージェント型
AIを稼働させています。

64% のOSPOは過去5年以内 に

設立され、39% は、

「ソフトウェア開発部門 」に

に所属しており、

これが最も一般的な所属組織と

なっています。

85% のAIの意思決定に関与するOSPOは、

技術選定の段階または
それ以前に参画しており、そのう
ちアジア太平洋地域
の33％は、AIのライフ
サイクル全体を通じて関与
しています。

OSPOの成果として最も強く報告されているのは 

「ソフトウェアの品質、セキュリ
ティ、およびコンプライアンス」
であり、58％が「非常に大きな
影響がある」と評価しています。 

これに続いて、「オープンソース・エコシステム
への参画」（49％）、「開発スピード、コスト効率、
および開発者体験」（47％）が挙げられています。

57% のOSPOは、

過去2～3年間、同じ組
織拠点に留まっています。

OSPOの79％がAIガバナ
ンスに関する意思決定
に関与しており、
これには、法的審査、オープンモ

デルやデータセットの利用・評

価、ポリシーの策定、およびリス

ク管理が含まれます。

79%のAIガバナンスに関与するOSPO

は、その場限りの協議に限定されませ

ん。44％が政策策定や議論
に「参加」しており、さら

に35％がAIガバナンスを
「共同主導」または「主
導」しています。

組織の規模が大きくなるにつれ

て、OSPOはより正式な体制を整えるよ

うになります： 

大企業の53％が
正式な体制のOSPOを擁しているのに

対し、中堅企業では25％、
中小企業では10％にとど
まっています。

「ライセンスおよび知的財
産に関するリスク」と「セ
キュリティ上の脆弱性」は
OSPOが最も頻繁に対処しているAIリス

クであり、いずれも65%を占めてい
ます。次いで

「データプライバシー」
が59％となっています。

OSPOの次の波は間もなく到来する可能性

があります。 OSPOの設立を計画し

ている組織の79% が 2年以内
に立ち上げを予定しており、

66%が、専任スタッフを

配置する計画です 
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序文

時間と注意力は、私たちにとって最も貴重な資源です。

オープンソースの貢献者、メンテナー、サステイナーとして、私た

ちはしばしば、限られたリソースと時間の中で、複雑な問題領域に

ついて考察するよう求められます。オープンソース プログラム オ

フィス（OSPO）や、同様の形態をとるオープンソース管理部門は、

数十年にわたるオープンソースソフトウェアのエンジニアリング、

セキュリティ、コンプライアンス、アドボカシー、およびエンゲー

ジメントの原則を、オープンソースに貢献するすべての人々の活動

をより効果的にする知見、実践、ツールへと凝縮することに尽力し

ています。

AIやセキュリティ研究における今日の急速かつ継続的な進歩、そし

て新たに生じている規制上の義務を鑑みると、私たち全員が次のよ

うな単純な事実に直面しています。すなわち、時間と注意力を有意

義に活用するためには、プロセスやツールを進化させなければなら

ないということです。

この調査研究をお読みいただく中で、OSPOやオープンソース管理の

専門家たちがシステムと関わる方法に、自然な進化が見て取れるこ

とでしょう。私は数年にわたりTODOグループの運営委員を務めてき

ましたが、私たちのコミュニティ内での会話が、「所属組織か

ら、AIに関する議論をどう進めていけばよいかと尋ねられている」

という段階から、「所属組織から、私が管理しているシステム、業

務慣行、およびポリシーにAIをどのように統合すべきか、その方法

を模索してほしいと求められている」という段階へと変化していく

様子を目の当たりにしてきました。

その答えの核心は、私が担当するすべてのプログラムやプロジェク

トにおいて常に心がけている原則、すなわち「セルフサービス」と

「発見しやすさ」を改めて見直すことにあります。

急速に進化するエージェント型AIシステムの登場に伴い、私たちは

さらなる問いを投げかけるべきでしょう。すなわち、システムは

チームメンバーが持つのと同じ情報（あるいは文脈）にアクセスで

きるのか、そして、仕事の質を損なうことなく、これらのシステム

に「無人」で業務を拡大するよう教えることはできるのでしょう

か。具体的には、より専門的なプロセスを、見つけやすい場所に整

理された構造化されたドキュメントとしてまとめたり、既存のその

場しのぎのツール活用を、機械が読み取れる形式の出力をサポート

するように変革したりすることを意味します。

オープンソースの管理は依然としてチームワークが不可欠ですが、

今ではチームに[人間以外の]メンバーが数名加わっただけです。私

たちは、証拠や文脈を生み出すために決定論的なツールを用い、

データを解釈するためにエージェントを活用し、そして人々がこれ

らの新しいシステムを活かしつつ、結果を精査し、意思決定を行え

るようにしています。

「人、次にプロセス、そしてツール」。この原則は、かつてないほ

ど重要になっています。

最近、好奇心、実験、そして創造性によって、業界とその慣行に変

化が見られます。新しいアイデアのプロトタイプを作成するための

ハードルは、かつてないほど低くなっています。TODO Groupの

「Agentic AI to Empower OSPOs」ワーキンググループ全体で示さ

れた関心は、真摯であり、考えさせられるものでした。

OSPO向けに次に何を作るかについて、いくつかワクワクするような

アイデアがあります。

ぜひ会話に参加して、皆さんが取り組んでいるハックプロジェクト
を私たちに見せてください！

Stephen Augustus 

Bloomberg
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エグゼクティブ サマリー

『2026年 OSPOおよびオープンソース管理の現状』は、Linux Foundation Researchが2026年に実施した調査の結

果をまとめたものです。本調査では、組織がオープンソース プログラム オフィス（OSPO）をどのように導

入 、構築、維持しているか、またOSPOの役割がAIガバナンス、セキュリティ、コンプライアンスなどの分野へ

とどのように拡大しているかを分析しています。調査結果は、規模、業界、地域が異なる組織に所属する323名

の回答者に基づいています。. 

今年の調査では、オープンソースとAIの接点で活躍するCloudera、Analog Devices、Orchitechの各社のOSPOリー

ダーおよびオープンソースマネージャーへの3件の詳細なインタビューも収録されており、定量的な調査結果に加

え、AIガバナンスやOSPO業務における主体的なワークフローに関する実践的な知見を提供しています。

この調査結果からは、既存のOSPOの多くが、組織内の確立された機能となりつつあることが示唆されています。

確立されたOSPOのうち、57％は過去2～3年間、同じ組織内の配置を維持しており、73％は、OSPOを長期的に維持

するための取り組みに、少なくとも時折取り組んでいると報告しています。組織化の傾向は特に大企業で顕著で

あり、53％が正式な組織体制を備えたOSPOを有しています。一方で、OSPOの導入は新たな段階に入っています。

全体的な導入率は2025年の49％から2026年には40％へと低下した一方で、OSPOの設置を計画している組織の割合

は9％から15％へと上昇しました。設置を計画している組織のうち、79％が2年以内に立ち上げを予定してお

り、66％が専任スタッフを配置する意向を示しています。

一方で、OSPOの58％はすでにAI関連の活動に取り組んでいます。AIガバナンスに関与しているOSPOのうち、44％

が方針策定や戦略的な議論に参加しており、さらに35％がガバナンスの取り組みを主導または共同主導していま

す。また、OSPOは早い段階から関与する傾向があり、85％が技術選定の段階、あるいはそれ以前に参加していま

す。OSPOが対処しているAIリスクも、従来のOSPOの専門分野と密接に関連しており、ライセンスや知的財産に関

するリスク、およびセキュリティ上の脆弱性についてはそれぞれ65％が対処しており、次いでデータプライバ

シーに関する懸念が59％となっています。インタビューによると、この関与にはさまざまな形態が見られま

す。AIポリシーやガバナンス管理を実施しているOSPOもあれば、正式にAIガバナンスを主導することなく、ソフ

トウェアサプライチェーン、ライセンス、IDおよびアクセス管理、メタデータ、リポジトリの健全性といった分

野で専門的な知見を提供しているOSPOもあります。
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AIエージェントもOSPOの業務に導入されつつあります。69％の組織がエージェント型ツールのプロトタイプ開発

を行っているか、あるいはその段階をすでに超えており、そのうち19％はエージェント型ワークフローを積極的

に開発しており、18％はすでに本番環境でエージェント型AIを活用しています。また、組織からは、AIガバナン

スへのOSPOの関与によるメリットも報告されています。82％がオープンソースAIの利用管理の改善を、76％が規

制順守の向上を、49％が開発者の生産性向上を報告しています。インタビューでは、貢献履歴追跡ツール、ド

キュメントを検証するエージェント、リリース準備状況のレビュー用プロトタイプなどを通じて、こうした進展

が示されています。また、ライセンスやセキュリティ、その他のリスクに関わる決定を行う際には、人間による

監査と慎重な検証が引き続き重要であることも強調されています。

AI以外にも、組織はOSPOからメリットを得ていると報告しています。ソフトウェアの品質、セキュリティ、コン

プライアンスは、最も大きなメリットとして挙げられており、回答者の58％が「非常に大きな影響がある」と評

価しています。これに続いて、オープンソース・エコシステムへの参加が49％、開発の迅速化、コスト削減、ま

たは再利用の増加が47％となっています。しかし、リソースや人員の確保、コンプライアンスプロセス、ガバナ

ンス方針、経営陣による可視性の確保は、依然として根強い制約となっています。新たなOSPOの設立を計画して

いる組織にとって、主な障壁も同様に技術的なものではなく組織的なものであり、特に説得力のあるビジネス

ケースの構築や経営陣の支援の確保が挙げられます。

OSPOは、従来のオープンソースの機能にとどまらず、ガバナンス、セキュリティ、コンプライアンス、開発者サ

ポート、そしてAIの分野へとその役割を拡大しています。次の段階では、既存のOSPOの維持に加え、より正式な

体制を備えた新たなOSPOの設立、そしてオープンソースのガバナンス手法をAI分野へと拡大していくことになり

ます。
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OSPOの導入状況

このセクションでは、OSPOの導入状況や組織構造、およびこれらの

機能がどの程度定着しているかについて検証します。図1に示すよう

に、OSPOの64％は過去5年以内に設立されたものであり、その組織上

の所属先としてはソフトウェアエンジニアリング部門が最も一般的

です（39％）。

OSPOの導入率は全体として、2025年の49％から2026年には40％へと低

下しましたが、OSPOの導入を計画している組織の割合は9％から15％

へと上昇しました（図2を参照）。 

OSPOの導入状況も組織の規模によって異なります。組織が大きくなる

につれて、OSPOの体制はより正式なものになっていきます。大企業の

53％、中堅企業の25％が正式な部門を設置しているのに対し、小規模

な組織では非公式なモデルを採用する傾向が強くなっています

（19％）。現在、11％の大企業がプログラムの計画を進めています

が、小規模組織ではその割合がやや高く、中小企業の17～18％がOSPO

の立ち上げ準備を進めています（図3参照）。

OSPOの導入状況や今後の導入計画も地域によって異なります（図4を

参照）。アジア太平洋地域は、OSPOの導入を計画している組織の割合

が20％と最も高く、これは南北アメリカやヨーロッパの計画率の2倍

に相当しますが、一方で非公式な体制の割合は13％と最も低くなっ

ています。南北アメリカでは、組織体制が公式モデル（25％）と非

公式モデル（24％）にほぼ均等に分かれています。ヨーロッパに

は、OSPOを一度も設立したことがない組織の割合が最も高く

（49％）、これは米州の37％やアジア太平洋地域の36％を著しく上

回っています。

40%
49%

40%

45%
66%

50%

43%
40%

43%
24%

37%

15%
9%

12%
11%

14%

2%
2%

0%
0%
0%

はい（正式・
非正式を問わ
ず）

いいえ、しか
し計画中

いいえ、です
が、以前には
ありました

いいえ
2026 2025 2024

2023 2022

図 2

過去5年間におけるOSPOの導入状況の推移

2026 OSPO Survey, Q10, Sample Size = 323; 2025 OSPO Survey, Q10, Sample Size = 285; 

2024 OSPO Survey, Q12, Sample Size = 222; 2023 OSPO Survey, Q9, Sample Size = 472; 

2022 OSPO Survey, Q6, Sample Size = 950, excluding DKNS responses

図 1

2026年の調査におけ
る、OSPOを設立し

ている組織の概要
2026年OSPO調査、Q10（Q11に

基づく）、Q10（Q12に基づ

く）、N=90。完全なデータ

セットについては、付録A1お

よびA2をご覧ください。

64%
のOSPOは、0～
5年前に設立さ
れました

39%
のOSPOは、ソフト
ウェア開発部門に所
属しています

いつ？ どこで？
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図5は、組織の安定性を示すもう一つの指標を示してい

ます。OSPOの57％が、過去2～3年間、同じ組織内の配

置を維持しています。この安定性は、多くのOSPOが組

織内の確立された機能となりつつあることを示唆して

います。同時に、その責任範囲は、AIガバナンスを含

む新たな分野へと拡大しています。

10%

25%
53%

52%
40%

11%

19%
14%

22%

17%
18%

11%

2%
4%

3%

1 to 249

250 to 9,999

10,000 or more

図 3: OSPOを導入している組織

あなたの組織は現在、OSPOまたは類似のオープンソース イニシ

アチブを導入していますか、あるいは過去に導入したことがあ

りますか (いずれか1つを選択してください)

Footnote: OSPO 2026, Q10, Q5, Sample size = 323

25%

20%
29%

37%
49%

36%

24%
20%

13%

10%
10%

20%

3%
1%

3%

Americas

Europe

Asia-Pacific

はい、そして、専任の人
員・工数、報告体制、およ
び／または役職が正式に定

められています。

はい、また、その体制は
インフォーマルなもので
す（例：パートタイム、
オンライン勤務など）。

現時点ではありません
が、今後導入を予定して
います。

現時点でありませんが、
過去にはありました

いいえ、一度もありません
でした。

図 4: OSPOはどこで拡大しているか

あなたの組織では、現在、あるいは過去に、OSPOや類似のオー

プンソース イニシアチブを構築したことはありますか？? (1つ選

択) 地域ごとに1つ選択してください

OSPO 2026, Q10/Q6, Sample size = 323

図 5

OSPOは成熟しました。次はどのような展開になるのでしょうか？

OSPO 2026, Q18, Sample size = 90. データセットの全容については、付録A3をご覧ください。

57% のOSPOは安定しており、過去2～3年
の間に組織内の別の部門へ再編され
ることはありませんでした。
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AIガバナンスにおける
OSPO

AIガバナンスは、OSPOの活動において重要な分野となりつつありま

す。このセクションでは、OSPOがAIのセキュリティ、コンプライア

ンス、およびリスク管理にどのように貢献しているかを考察しま

す。

OSPOはすでに、オープンソースのセキュリティに関する責任を明確

に定めています。図6に示すように、OSPOの46％が、従業員がオープ

ンソースのセキュリティリスクをどのように特定するか、また組織

がガイダンス、ポリシー、ベストプラクティスを通じて、より安全

なソフトウェアをどのように構築できるかについて、意思決定を

行っています。

近年、OSPOはオープンソースのセキュリティにおいて、より直接的な

役割を果たすようになってきています。アドバイザリー的な役割にと

どまらず、セキュリティに関する意思決定に直接責任を負うOSPOが増

えています。従業員がセキュリティリスクを特定し、より安全なソフ

トウェアを構築する方法について意思決定を行うOSPOの割合は、2024

年の37％から、2025年には40％、2026年には46％へと増加しました。

一方、主に他のチームに助言を行うOSPOの割合は、51％から39％へと

減少しました（図7）。

オープンソースのセキュリティ分野におけるこうした既存の役割を踏

まえると、OSPOのコンプライアンス対策は、組織が生成AIから生じる

新たなリスクを管理する上でも役立ちます。AI関連の活動に直接関与

しているかどうかにかかわらず、各OSPOの57％が、自組織のオープン

ソース・コンプライアンス体制について、生成AIのリスクを先手を

打って管理する上で「効果的」またはそれ以上であると評価していま

す（図8）。

図 6

OSPOはすでに、オー
プンソースのセキュ
リティを管理する上
で重要な役割を担っ

ています
OSPO 2026, Q13, Sample size = 

90. データセットの全容につい

ては、付録A5をご覧ください。

46%
のOSPOが、セキュリティ
リスクを特定する方法
や、より安全なソフト
ウェアを構築する方法に
ついて決定しています

46%

40%
37%

39%
47%

51%

9%
7%

10%

7%
6%

2%

2026

2025

2024

はい、OSPOは、組織の従業
員がセキュリティリスクを
どのように特定できるかに
ついて決定を下します。

いいえ、しかしOSPOは担
当するチーム・部署に対
して助言を行っています

いいえ、弊社ではオープン
ソースのセキュリティには
重点を置いていません。

わからない、あるいは
不明です

図 7: OSPOによる長年にわたるオープンソースのセキュリティ問題への取り組み

あなたの組織のOSPOは、オープンソースのセキュリティ問題に直接取り組んで
いますか？ (いずれか1つを選択してください)

OSPO 2026, Q13, Sample size = 90, 2025 OSPO Survey, Q13, Sample Size = 116, 2024 OSPO 

Survey, Q16, Sample Size = 100, （公式・非公式を問わず）OSPOを有する組織
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しかし、AIに関連するリスクの管理は、全体の一部に過ぎません。図

9では、OSPOがAIインフラの開発と管理にどのように貢献しているか

を詳しく見ています。OSPOの役割は、主に助言的なものです。30％は

オープンソースに関する専門知識を求めて定期的に相談を受けてお

り、27％はライセンスのコンプライアンスやセキュリティチェックに

時折関与しています。

Orchitechでは、オープンソースのIDおよびアクセス管理に関する取

り組みが、エージェント型システムを取り巻く制御層の構築に貢献し

ています。

「私たちは、AIエージェントへのアクセス
を効果的に管理するための基盤、および

人々がそれらのエージェントにアクセスす
るための基盤を構築しています。」

 — Ondřej Urbánek, Solution Architect and Product Manager, Orchitech

AIガバナンスは、OSPOの拡大する使命の一部に過ぎません。図10によ

ると、OSPOの58％はすでにAI関連の活動に取り組んでいますが、27％

は取り組んでおらず、16％は不明となっています。

AIがOSPOの業務においてより大きな役割を担うようになるにつ

れ、OSPOも組織におけるAIのガバナンスのあり方について、より積極

的な役割を果たすようになっています。AI関連の意思決定に関与して

いるOSPOのうち、図11が示すように、その大半は単に時折助言を行う

にとどまらず、より積極的な関与を行っています。44％がガバナンス

に関する議論や方針策定に参加しており、さらに35％がAIガバナンス

を共同主導、あるいは主導しています。主にその場限りの相談を通じ

て関与しているのは、わずか21％にとどまっています。

図 8

生成AIのリスク管理における

OSPOの有効性に対する認識
OSPO 2026, Q14, Sample size = 90, 「極め

て有効」、「非常に有効」、「有効」とい

う回答を対象としています。データセット

の全容については、付録A4をご参照くださ

い。

57%
のOSPOは、生成AIのリスクを
積極的に管理する上で効果的
であると見なされています

AIインフラの開発や運用には
関与していません

時折、ライセンス遵守やセキュ
リティチェックのプロセスに

関与しています

オープンソースに関する専門知識が評
価され、定期的に相談を受けています

AIインフラの開発および管理を統
括しています

わからない、あるいは不明です 11%

12%

30%

27%

20%

図 9: AIインフラ整備の取り組みにおいて、OSPOは参画しています

あなたの組織において、OSPOはAIインフラの開発および管理にどの

程度関与していますか？ (1つ選択してください)

OSPO 2026, Q15, Sample size = 90

図 10

AIはOSPOの業務の一部にな
りつつあります
OSPO 2026, Q19, Sample size = 90. 

データセットの全容については、付録

A6をご覧ください。

58%
のOSPOはAI関連の活
動を行っています
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OSPOの関与は、AIガバナンスのいくつかの分野にも及んでいます。

図12が示すように、コンプライアンスおよび法的レビューが最も一

般的な貢献分野であり、OSPOの61％がこれについて報告していま

す。次いで、オープンソースのAIモデル、データセット、および

コードの使用に関するガイダンスが53％となっています。また、ほ

ぼ半数が、オープンソースAIの方針策定（45％）およびリスク管理

（43％）にも貢献しています。また、OSPOは、外部のオープンソー

スAIツールやフレームワークの評価（37％）、AIの調達およびベン

ダー評価（35％）、エージェント型AI向けのオープンプロトコルや

標準の採用（35％）、ならびに外部のAI標準、ファウンデーショ

ン、またはオープンソースコミュニティへの参加（35％）にも関与

しています。一方、社内のAIツール導入方針については、27％と比

較的言及が少なかったです。

関与が最小限
（その都度相談）

ある程度関与している（議論や方
針の策定に参加している）

深く関与しています（ガバナンス
に関する取り組みを共同で主導し

ています）

全面的な責任を負う
（OSPOがAIガバナンスを主導します） 10%

25%

44%

21%

図 11: AIガバナンスにおけるOSPOの関与

あなたの組織内におけるAIガバナンスに対し、あなたの
OSPOはどの程度関与していますか？ (1つ選択してください)

OSPO 2026, Q20, Sample size = 51, ガバナンス、コンプライアンス、セキュリ

ティ、あるいは標準化などのAIに関する意思決定に関与するOSPO

61%

53%

45%

43%

37%

35%

35%

35%

27%

2%

コンプライアンスおよび法務審査
（例：ライセンス、知的財産権など）

オープンソースのAIモデル、データセット、
およびコードの利用に関するガイドライン

オープンソースAI

ポリシーの定義

リスク管理
（例：バイアス、セキュリティ、安全性）

外部のオープンソースAIツール、モデ
ル、またはフレームワークの評価

AIの調達または　ベンダー評価

エージェント型AI（MCP、A2Aなど）向け
のオープンプロトコルおよび標準の採用

外部のAI標準化団体、財団、またはオープ
ンソースコミュニティへの参加

社内AIツールの導入方針

その他　（具体的にご記入ください）

図 12: OSPOがAIガバナンスにどのように貢献していますか

あなたのOSPOは、AIガバナンスのどの分野に貢献しています
か？ (該当するものをすべて選択してください)

OSPO 2026, Q21, Sample size = 51, ガバナンス、コンプライアンス、セキュリティ、あ
るいは標準化などのAIに関する意思決定に関与するOSPO
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こうした貢献は、AIの意思決定プロセスの初期段階で行われる傾向

があります。図13が示すように、OSPOの85％は技術選定の段階また

はそれ以前に参画しており、意思決定がすでに下された後に参画す

るのはわずか6％にとどまります。その85％のうち、33％はライフ

サイクル全体を通じて参画し、23％は戦略・計画段階、29％は評

価・選定段階に参画しています。

早期から関与することで、OSPOは組織全体におけるAIガバナンスの

在り方を形作る機会も得られます。回答者からは、その関与による

いくつかのメリットが報告されました。図14が示すように、82％が

オープンソースAIの利用管理に対して「中程度」または「変革的

な」影響があったと回答し、76％が規制遵守やリスク低減について

も同様のメリットを報告しました。また、70％がAIシステムに対す

る信頼へのプラスの影響を報告しました。特に開発者の生産性につ

いては、49％がその影響を「変革的」であると評価しました。

初期段階（戦略・計画）

中間段階（評価・選定中）

後期 （決定が下された後）

関与していません 10%

6%

29%

23%

33%

図 13: OSPOがAIに関する意思決定に与える影響：戦略から
導入まで

AI関連の意思決定において、あなたの組織のOSPOは通常、
どの段階で関与していますか? (1つ選択してください)

OSPO 2026, Q22, Sample size = 51, ガバナンス、コンプライアンス、セキュリティ、
あるいは標準化などのAIに関する意思決定に関与するOSPO

ライフサイクル全体を通じて

規制への順守体制の
強化

オープンソースAIの利
用に関する管理の向上

AIシステムへの信頼の
向上

リスクの低減

開発者の生産性の
向上

12% 30% 46% 4% 8%

8% 46% 36% 2% 8%

10% 36% 34% 12% 8%

10% 43% 33% 4% 10%

10% 22% 49% 4% 10%

影響なし 中程度の影響 変革をもたらす影響 関与なし わからない、あるいは不明
です

図 14: OSPOはAIガバナンスに測定可能な効果をもたらしています

OSPOの関与により、貴組織における以下のAI関連のガバナンス慣行はどの程度
改善されましたか？(1行につき1つの回答を選択してください)

OSPO 2026, Q24, Sample size = 51, ガバナンス、コンプライアンス、セキュリティ、あるいは標準化などのAIに
関する意思決定に関与するOSPO
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これらのメリットは、OSPOが最も積極的に取り組んでいる分野と密

接に関連しています。例えば、コンプライアンスの向上やリスク低

減といった成果は、ライセンスや知的財産に関するリスク、および

セキュリティ上の脆弱性が、OSPOが最も頻繁に扱う2つの分野であ

り、いずれも65％を占め、次いでデータプライバシーが59％となっ

ている事実を反映しています（図15）。これらはまた、多くのOSPO

にとってすでに馴染み深い分野でもあります。これに対し、透明性

や説明可能性（47％）、再現性（27％）、バイアスや公平性

（24％）など、比較的新しいAI特有の懸念事項には、それほど注目

が集まっていません。

65%

65%

59%

24%

47%

27%

4%

ライセンスおよび知的財産に関するリスク

セキュリティ上の脆弱性

データプライバシーに関する懸念

バイアスと公平性

透明性と説明可能性

再現性

なし

図 15: OSPOによるAIリスクの管理方法

あなたの組織のOSPOでは、どのようなAI関連のリスクに積極的に取り組んでい

ますか？ (該当するものをすべて選択してください)

OSPO 2026, Q23, Sample size = 51, ガバナンス、コンプライアンス、

セキュリティ、あるいは標準化などのAIに関する意思決定に関与するOSPO
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AIエージェントを活用または構築しているOSPO

OSPOはAIインフラにおいて主に助言的な役割を担っていますが、AI

はOSPOの業務そのものの一部になりつつあります。図16が示すよう

に、32％の組織がOSPO業務向けの自律型ツールやワークフローのプ

ロトタイプ作成やテストを行っており、19％がそれらを積極的に開

発しており、18％はすでに自律型AIを本番環境で運用しています。

インタビューからは、この導入曲線に沿った進展が段階的なもので

あることがわかります。Cloudera社は、AIを活用した開発を通じ

て、貢献に関するナレッジグラフの構築や、データ更新の自動化プ

ロトタイプの開発を進めています。一方、Analog Devices社は、リ

リース準備状況のレビューを行うためのアルファ段階の「OSPOエー

ジェント」を保有していますが、これはまだOSPOに提出されてテス

ト段階には至っていません。これらの事例は、エージェント型導入

が、「実験」と「本番運用」という二分法ではなく、連続体として

捉える方が適切である理由を示しています。

「AIやエージェント型AIのワークフ

ローは、あくまで目的を達成するため

の手段に過ぎません。問題そのものを

特定することの方が重要です。」
— Diego Mastroianni, PhD, Director of the Open 

Source Program Office, Cloudera

観測と探求

本番環境以外でのプロトタイピン
グ、テストツール、プロンプト、

エージェント、またはワークフロー

エージェント型ワークフロー
の積極的な開発

すでにエージェント型AIを本番環

境で活用しています

わからない、あるいは不明です 10%

18%

19%

32%

21%

図 16: OSPO業務におけるAIエージェントに対する各組織の現状 あなたの組

織は現在、OSPO／オープンソース管理業務におけるAIエージェントの検討

や活用について、どの段階にありますか？ (1つ選択してください)

OSPO 2026, Q16, Sample size = 90
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AIを適用した4つのOSPO活用事例

私たちは、政府機関や民間企業のOSPOのリーダーやオープンソース担当マネージャーにインタビューを行いました。これらの事例から
は、AIガバナンスやエージェント型ワークフローにおいて、OSPOの機能が4つの異なる方法で活用されていることがわかります。

Organization Category Context Resources

Cloudera
貢献と意思決定支援

OSPOでは、プロジェクト、貢献者、GitHub上の活動、Apache関連情報、イベン

ト、および内部記録を結びつける、AIを活用した社内ポータルとナレッジグラフ

を構築しています。これにより、参加状況を可視化し、貢献戦略、評価、および

インセンティブを支援することを目的としています。

Orchitech
エージェントの検証

およびアイデンティ

ティ管理

OSSチームは、IDおよびアクセス管理の専門知識を、エージェントの権限やユー

ザーによるエージェントへのアクセスに活用しています。また、連携したエー

ジェントを用いて、ソースコード、設定、および裏付けとなる証拠に基づいて技

術文書を作成・検証しています。

Wren Security 
AI-Driven Documentation Engine

Analog Devices
AIを考慮したリリー
ス準備状況

AI関連のソフトウェア、モデル、およびトレーニング用データセットは、ライセン

ス、セキュリティ、貿易コンプライアンス、品質に関する情報とともに、既存のリ

リース管理プロセスに組み込まれています。リリースツールチームは、初回および

その後のリリースレビューを行うためのOSPOエージェントのプロトタイプ開発を進

めています。

これらのインタビューからは、OSPOの価値は、確立されたオープ

ンソースのガバナンス手法をAIシステム、開発プラクティス、お

よび組織の意思決定に適用することにあることが示唆されていま

す。

方針を実行に移す: OSPOは、法的要件やガバナンス上の要件を、開

発ガイダンス、テンプレート、リポジトリの管理方法、リファレ

ンス実装、および再現可能なワークフローへと変換することがで

きます。

AIコンポーネントの可視化: ソフトウェア、依存関係、および出所

を特定するノウハウは、AIシステムがどのように構築されたかを

理解するために必要なAIモデル、トレーニングデータセット、お

よびその他のコンポーネントにも応用できます。

ソフトウェア  サプライチェーンの実践手法の適用: ライセンス、リ

ポジトリの状態、脆弱性、貢献の質、リリース準備状況に関する既存

の専門知識は、オープンソースのAIシステムやAIが生成したコードを

評価するための基盤となります。

IDとアクセスのガバナンス: OSPOが持つID管理および権限に関する知

見は、組織がエージェントがアクセスできるシステム、実行できる操

作、およびそれらの使用が許可されているユーザーを管理するのに役

立ちます。

ガバナンス情報を機械が処理可能な形式にする: 構造化されたメタデー

タ、標準化された文書、ポリシー、および過去の決定事項は、AI

ツールやエージェントにとって信頼性の高い文脈を提供することが

できます。
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組織内の各部門の連携: OSPOは従来、法務、セキュリティ、エンジニ

アリング、プロダクト、調達、品質の各チームを横断して活動して

きました。この部門横断的な役割は、ポリシー策定者と技術的な実

装担当者の間で要件を橋渡しする上で役立ちます。

人的レビューの範囲を定義すること: OSPOのガバナンスにおける経験

は、どの成果物に人的承認が必要か、どのような証拠を保存すべき

か、不確実な結果がいつ上層部に報告されるべきか、そして最終決

定の責任は誰が負うべきかを判断する上で役立ちます。

こうした機能により、OSPOは、たとえ法務部門やAIガバナンス専門

機関といった別の組織が形式上の責任を担っている場合でも、AI政

策と技術的な実装との間を実用的な架け橋として位置づけることが

できます。

コミュニティ スポットライト

TODO Groupが最近開催した「Agentic AI to Empower OSPOs」 ワー

キンググループ の会議では、こうした知見が改めて裏付けられま

した。会議での議論では、OSPOが抱える課題から着手すること、

エージェントを意思決定支援の層として活用すること、メンテナー

の注意力を確保すること、人間に説明責任を持たせること、そして

再利用可能なエージェントのスキルを、管理された組織資産として

扱うことの重要性が強調されました。

「AIによって生成されたものであっても、すべての

コミットは依然として開発者の責任となります。常

に、2回目のコードレビューと人間による承認が行わ

れます。」
– Ondřej Urbánek, Solution Architect and Product Manager, Orchitech
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ガバナンスを超えて：OSPOSの戦略的役割

AIに関する調査結果によると、OSPOはライセンス、セキュリティ、

コンプライアンスにおける経験をAI分野に活用してきていることが

わかります。しかし、AIは彼らの業務の一部に過ぎません。OSPO

は、従来のオープンソースに関する責務を果たしつつ、組織全体に

わたって幅広い役割を担っています。

現在、組織内にOSPOを設置している回答者を対象にみると、図17には

このように多岐にわたる責任範囲が示されています。オープンソース

に関するポリシーやプロセスの策定・改善は、47％と依然として最も

多く挙げられた責任です。2025年と比較して、2026年には規制コンプ

ライアンスが18％から28％へと、開発活動の支援も17％から24％へ

と、それぞれ言及される割合が増加しました。一方で、ライセンスコ

ンプライアンスの対応は44％から31％へと減少しました。また、オー

プンソース組織やコミュニティとの連携（33％から23％）や、オープ

ンソースのベストプラクティスに関する助言（30％から24％）につい

ても、対応頻度が減りました。

この幅広い役割は、組織がOSPOから得ている価値にも反映されていま

す。図18が示すように、最も大きなメリットは、OSPOがソフトウェア

の品質、セキュリティ、コンプライアンスを向上させたことであり、

回答者の58％が「非常に大きな影響があった」と評価しています。続

いて、オープンソース・エコシステムにおける影響力と参画の拡大が

49％を占め、47％が開発の迅速化、コスト削減、または再利用の増加

に大きな影響があったと認識しています。同じ割合の回答者が、組織

文化や開発者体験にも大きな影響があったと報告しています。ま

た、OSPOは、クラウドネイティブアーキテクチャや生成AIといった戦

略的技術への備えを支援するものと見なされており、40％がこの成果

を「非常に大きな影響」と評価しています。

図 17: OSPOはガバナンスと組織的支援のバランスを図っています 

あなたの組織のOSPOの主な責任トップ3は何ですか？ (最大3つまで選択

してください)

OSPO 2026, Q17, Sample size 2026 = 90, Sample size 2025 = 116

40% 47%
47%

31%
44%

28%
33%

28%
18%

24%
30%

24%
17%

23%
33%

20%
16%

18%
13%

17%
15%

8%
3%

7%
5%

7%
12% 2026 2025

オープンソースに関する方針と
プロセスの策定および改善

オープンソースライセンス
の遵守状況を監査する

オープンソース戦略の
策定と実行

組織の規制遵守を支援する

オープンソースのベストプラク
ティスに関するアドバイス

組織の事業活動を支援する

オープンソースの組織やコミュ
ニティと協力する

オープンソースの利用や貢献に伴
う障壁を取り除く

オープンソースのITイン
フラストラクチャの管理

InnerSourceの取り組みを導入し、
オープンソース文化を育む

パフォーマンス指標の追跡

組織内でオープンソースの人
材を育成し、定着させる

オープンソースのアップストリー
ム開発を優先し、推進する

47%
47%

31%
44%

28%
33%

28%
18%

24%
30%

24%
17%

23%
33%

20%
16%

18%
13%

17%
15%

8%
3%

7%
5%

7%
12%
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組織が自社のOSPOに価値を見出しているからといって、これらのプロ

グラムの維持が容易であるとは限りません。図19が示すように、リ

ソース確保と人員配置が最も一般的な課題となっており、回答者の

83％が「少なくとも時折」、46％が「頻繁に」この課題に直面してい

ると報告しています。こうしたプレッシャーは、組織がより広範な人

材課題に対処している時期にも重なっています。The 2026 State of 
Tech Talent report レポートによると、多くの組織が、新技術の導

入に必要なスキルを構築することに依然として苦戦しており、AIに

よって求められるスキルの在り方が変化するにつれて、この課題はさ

らに深刻化しています。

OSPOsは、ガバナンスに関する日常業務においても課題に直面してい

ます。回答者の82％が、法規制やセキュリティに関するコンプライア

ンスのプロセスを時折あるいは頻繁に課題として挙げており、プロセ

ス、ポリシー、ガバナンスに関する課題を挙げたのは80％でした。可

視性の維持、影響力の確保、あるいは経営陣の支援の獲得といった課

題も一般的であり、76％に影響を及ぼしています。貢献者の採用やオ

ンボーディングにおける困難は、他の課題に比べて報告頻度は低いも

のの、依然としてOSPOの57％に影響を与えています。

多くのOSPOが人員、予算、経営陣の支援の面で制約に直面している

ことから、プログラムを長期的に維持していくことは重要な課題と

なっています。図20が示すように、OSPOの73％が、長期的な持続可

能性を支えるために、少なくとも時折は対策を講じていると報告し

ています。

各組織は、自社のOSPOの長期的な持続可能性を支えるために、いくつ

かのアプローチを採用しています。図21が示すように、最も一般的な

アプローチは定期的なコミュニケーションと部門横断的な連携であ

り、45％の組織がこれを挙げました。また、正式なガバナンスの取り

組みも一般的です。34％の組織がライセンス遵守のための内部手順を

策定しており、29％の組織は知的財産リスクを管理するために法務部

門と緊密に連携しています。

11% 31% 11%

4% 4%33% 58%

9% 37% 6%

7% 43% 3%

18% 33% 9%

11% 41% 8%

47%

49%

47%

40%

40%

ソフトウェアの品質、セキュリティ、ま
たはコンプライアンスの向上

開発の迅速化、コスト削減、あるい
は再利用性の向上

オープンソース エコシステムにおける影響
力と参画の拡大

文化の変革と開発者体験の向上

学界、産業界、政府間の連携の強化

クラウドネイティブアーキテクチャや生成AI
などの戦略的技術への対応準備

影響なし 中程度の影響 非常に強い影響 わからない、あるいは不明です

図 18: OSPOの組織的価値

OSPOを設置することで得られる以下の成果は、どれほど大きな影響を

与えていますか？ (各行につき1つ選択してください)

OSPO 2026, Q26, Sample size = 90

リソースおよび人員配置
に関する予算上の制約

認知度、影響力、ある
いは経営陣の支援

法令およびセキュリティコンプライアンス
に関するプロセス、監視、または是正措置

プロセス、方針、およびガバナ
ンスに関する方針

貢献者のリクルートと
オンボーディング

10% 37% 46% 8%

18% 37% 39% 7%

13% 46% 36% 6%

14% 46% 34% 6%

28% 27% 30% 16%

めったに 時々 頻繁に わからない、あるいは不明です

図 19: OSPOの成果を制限している課題 

 あなたの組織のOSPOは、以下の課題にどのく

らいの頻度で直面していますか？ (1行につき1つの

回答を選択してください)

OSPO 2026, Q27, Sample size = 90
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また、一部の組織では、社内の啓発活動に注力しています。さらに

27％は、オープンソースの推進役を見出し、支援することに注力して

おり、25％は従業員のイノベーションを促進することを目指していま

す。専用の資金や人員を必要とする活動はそれほど多くありませ

ん。14％が新入社員の受け入れや研修を優先しており、13％が資金調

達提案に参加し、12％が多様な人材の採用に注力しています。

「その他」を選択し、自由記述形式で回答した回答者の6％は、OSPO

が実際にどのように持続可能性を追求しているかについて、さらな

る背景情報を提供しています。これらの回答では、専用の財団の設

立、ポリシーやプロセスの継続的な改善、オープンソースおよび脆

弱性管理に関する組織方針の策定といった取り組みが挙げられてい

ました。

45%

34%

29%

27%

25%

22%

21%

14%

13%

13%

12%

6%

4%

チーム内およびチーム間、部署間において、定期
的なコミュニケーションと連携を継続する

オープンソースライセンスおよび規制の遵守を確保す
るための社内手順を確立する

法務部門と緊密に連携し、オープンソースライセンスや知的財産
に関連するリスクを管理します。

各部署内でオープンソースを推進できる社内推進者を特定し、
その活動を支援します。

従業員にイノベーションを
起こす自由を与える

組織内のオープンソース活動を測定
し、その状況を報告する

オープンソースの取り組みを推進するた
めに、人材とリソースに投資する

新入社員研修、オンデマンド研修、および年次コ
ンプライアンス研修用の教材を準備します

絶えず評価を行うことで、チームの
モチベーションを維持させる

資金調達提案への参加

さまざまな成功を収めているオープンソースプ
ロジェクトや各国から、多様な人材を発掘する

その他（具体的にご記入ください）

わからない、あるいは不明です

図 21: OSPOの将来に向けた準備

OSPOの持続可能性を確保するために、皆様が実践している上位3

つの取り組みは何ですか？ (最大3つまで選択してください)

OSPO 2026, Q32, Sample size = 102

図 20: OSPOは長期的な持続可能性に投資しています

あなたの組織のOSPOは、組織自体の持続可能性（イニ
シアチブを長期的に維持すること）に向けた取り組み
に、どのくらいの頻度で取り組んでいますか？(1つ選択し

てください)

OSPO 2026, Q31, Sample size = 102, 「常に」、「頻繁に」、「時々」の各回答の頻度

の結果を考慮しています。データセットの全容については、付録A7をご覧ください。

73%
のOSPOが、組織の持続可能性
（イニシアチブを長期的に維持
すること）に向けた取り組みを
行っています。
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将来のOSPOに向けた計画

既存のOSPOを維持することは、その一面に過ぎません。もう一つの

側面は、OSPOを持たない組織が、OSPOを設置することに十分な価値

を見出せるかどうかという点です。現在OSPOを持たず、設置の予定

もない組織の間でも、回答者たちは依然としていくつかの潜在的な

メリットを認識しています。

図22が示すように、最も多く挙げられたメリットは、ソフトウェアの

品質、セキュリティ、またはコンプライアンスの向上（35％）であ

り、次いでオープンソース・エコシステムにおける影響力や参画の

拡大（33％）、開発の迅速化、コスト削減、または再利用の増加

（32％）が続いています。クラウドネイティブアーキテクチャや

生成AIといった戦略的技術への対応準備、文化の変革、および開発

者体験の向上については、それぞれ28％が選択しました。

一部の回答者は、「その他」の選択肢を選び、自組織がOSPOの必要性

を感じていない理由を説明しました。そのうち2名は、オープンソー

スがすでに自組織の業務体制に深く根付いていると述べました。ある

回答者は、「私たちは本質的にFOSSであり、それが私たちのDNAに刻

み込まれています。OSPOは必要ありません」と表現しました。その他

の回答では、組織の規模が小さすぎる、非公式なガバナンスに依存し

ている、経営陣の関心が限られている、あるいはビジネスモデルに関

連する制約があるといった点が挙げられました。

すでにOSPOの設立を計画している組織の場合、状況は異なります。

このグループにとって、潜在的なメリットは単なる仮説ではなく、

導入を進める決定の一因となっています。図23が示すように、ソフ

トウェアの品質、セキュリティ、およびコンプライアンスの向上は

最も強力な推進要因の一つであり、63％が「非常に影響が大きい」

と評価しています。また、文化の変革と開発者の体験についても

63％が「非常に影響が大きい」と評価しており、次いで開発の迅速

化、コスト削減、または再利用の増加が54％となっています。OSPO

の設立を計画している組織のサンプル数は少なかったため、結論に

ついては慎重に解釈する必要があります。

35%

33%

32%

28%

28%

25%

2%

26%

ソフトウェアの品質、セキュリティ、ま
たはコンプライアンスの向上

オープンソース エコシステムにおけ

る影響力と参画の拡大

開発の迅速化、コスト削減、あるいは
再利用の促進

クラウドネイティブアーキテクチャや生成AI
といった戦略的技術への対応体制

カルチャー変革と
開発者体験の向上

学界、産業界、政府間の連携の強化

その他（具体的にご記入ください）

「わからない」または「不明」

図 22: OSPOを持たない組織が、なぜOSPOを設置すべきなのか
あなたの組織にとって、OSPOを導入することで得られるメリットの上
位3つは何でしょうか？ (最大3つまで選択してください)

OSPO 2026, Q43, Sample size = 106
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すでにOSPOの設立を計画している組織においては、その計画はかなり

具体的です。66％が専任スタッフを配置する見込みであり、40％が報

告体制の構築を計画しており、14％が新しい役職を設ける見込みです

（図24）。図19で既存のOSPOが報告している人員配置や予算上の課題

を考えると、これは心強い傾向です。特に、設立を計画しているOSPO

の3分の2が専任スタッフを配置する見込みであるという事実は、これ

らの新しいプログラムの立ち上げに際し、リソースの確保がすでに検

討されていることを示唆しています。

また、これらの計画は比較的早期に具体化される見込みです。図25が

示すように、OSPOの設立を計画している組織の79％が、今後2年以内

に設立する見込みであり、そのうち14％は6か月以内、31％は来年中

に設立する予定です。2年以上待つと見込んでいるのはわずか3％であ

り、17％は時期についてまだ未定です。

6% 34% 6%

6% 31% 63%

17% 37% 3%

9% 29%

26% 51% 3%

11% 29% 9%

54%

43%

63%

20%

51%

ソフトウェアの品質、セキュリティ、ま
たはコンプライアンスの向上

開発の迅速化、コスト削減、あるい
は再利用性の向上

オープンソース エコシステムにおける影響
力と参画の拡大

カルチャー変革と開発者体験の向上

学界、産業界、政府間の連携の強化

クラウドネイティブアーキテクチャや生成AI
といった戦略的技術への対応体制

影響は小さい 影響は中程度 影響は大きい わからない、あるいは不明です。

図 23: 組織がOSPOの設立を計画する動機は何でしょうか？

以下のメリットは、あなたの組織がOSPOを設立するという

決定に、どの程度影響を与えていますか？ (各行につき1つ選択してください)

OSPO 2026, Q37, Sample size = 35

図 24: 各組織は、正式かつ専任のOSPOの設置を計画し
ています

OSPOはどのように正式に組織化されるのでしょうか？ 

(該当するものをすべて選択してください)

OSPO 2026, Q35, Sample size = 35. 回答者は複数の選択肢を選ぶことができま

した。データセットの全内容は、付録A9をご覧ください。

今後6か月間で

来年

今から1～2年後

今から2年以上先

わからない、あるいは
不明です

17%

3%

34%

31%

14%

図 25: 計画中のOSPOのほとんどは、2年以内に発足する見込みです

あなたの組織では、いつOSPOの立ち上げを予定していますか？ (いず

れか1つを選択してください)

OSPO 2026, Q34, Sample size = 35

14%
新しい役職を設ける

予定です

66%
専任のスタッフが
配置されることに

なります

40%
報告体制が設けられ

ます
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計画されているOSPOの多くはまもなく立ち上げられる見込みですが、

その本格的な稼働には、依然として組織的な障壁を乗り越えることが

不可欠です。図26が示すように、最も一般的な課題は、ビジネスモデ

ルの財務的正当性を立証すること（37％）と、経営陣の支持と賛同を

得ること（34％）です。続いて、戦略的計画の策定と、オープンソー

スの専門知識を持つ法務スタッフの人材確保が、いずれも26％で挙げ

られています。これは、図19で示された以前の調査結果と一致してお

り、既存のOSPOも経営陣の支持や人員配置、予算に関する課題を報告

していました。この結果は、OSPOの設立時と設立後の両方で、同様の

組織的な課題が重要であることを示唆しています。

37%

34%

26%

26%

23%

20%

20%

17%

17%

17%

14%

9%

6%

ビジネスモデルの財務的妥当性を立証する

経営陣の支持と賛同を得る

戦略：計画の策定、あるいは取り組み方の把握

オープンソースの専門知識を持つ法務担当者を確保する S

予算を設定し、プログラムのコストを見積もる

オープンソース プログラム マネージャーを確保する

オープンソース ポリシーを策定する

既存のオープンソースの利用状況および貢献度
の評価・定量化

ライセンスコンプライアンスの実施に必要なリソース

ツールの選定

技術的なサポートと賛同を得る

 商用依存関係の特定

政府の方針に準拠できること

図 26: 新しいOSPOの立ち上げを妨げている要因は何でしょうか？

OSPOを設立する上で、最も大きな課題となった上位3つは何です
か？ (最大3つまで選択してください)

OSPO 2026, Q38, Sample size = 35
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学術系OSPOの役割

学術系OSPOは異なる環境で活動しており、多くの場合、大学や研究

機関のニーズを反映した優先事項を持っています。その業務には、

オープンソースのガバナンスだけでなく、教育、研究支援、コミュ

ニティ構築、さらには組織内のあらゆる人々がオープンソースのス

キルを身につけられるよう支援することなども含まれます。図27

は、この能力構築の役割がいかに重要であるかを示しています。学

術系OSPOの92％が、所属組織における教育や研修を担当していま

す。学術系OSPOの存在に言及した回答者のサンプル数は少なかった

ため、結論を解釈する際には注意が必要です。

こうした教育や研修への重点的な取り組みは、学術機関においてOSPO

を設置することの利点として認識されている点にも反映されていま

す。図28は、スキルとの明確な関連性を示しています。回答者の83％

が、OSSスキルやオープンソースに関する能力に対して「中程度」ま

たは「非常に強い」影響があったと報告しています。

スキル面だけでなく、学術機関のOSPOは、より広範なオープンソース

への参加とも関連しています。75％が、OSSプロジェクトの数に何ら

かの影響があったと報告しています。オープンソース研究の実用化も

重要な成果の一つであり、66％が「中程度」または「非常に強い」影

響があったと報告しています。

50% 25%

8%

17%

8% 50% 33%

17% 33% 17%

8% 42%

25%

33%

33%

OSSスキルの向上とオープンソー
スに関する能力の向上

OSSプロジェクト数の増加

オープンソース研究
の翻訳

オープンソースプロジェクトの影
響度（例：被引用数など）

Not Impactful Moderately Impactful Very Impactful Don’t know or not sure

図 28: 学術OSPOを設置することによる成果

OSPOを設置することによる以下の成果は、どの程度影響力があるでしょうか？ 

(各行につき1つ選択してください)

OSPO 2026, Q30, Sample size = 12

図 27

学術機関のOSPOは、オープンソースの
キャパシティを強化しています

OSPO 2026, Q29, Sample size = 12. データセットの全

容については、付録A8をご覧ください。 92%
学術系OSPOは、組織内
での教育・研修を担当

しています
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結論

この調査結果から、OSPOの設置はもはや単にプログラムを立ち上げる

だけのことではないことが示唆されています。重要なのは、OSPOの責

任範囲が拡大する中で、その職務を遂行するために必要な権限、リ

ソース、そして組織内での位置づけが確保されているかどうかです。

既存のOSPOは、人員配置、予算、ガバナンス、経営陣の支援といった

課題に引き続き直面しています。一方で、新たなOSPOの設置を計画し

ている多くの組織では、すでに専任スタッフや報告体制について検討

が進められています。したがって、新規のプログラムでは、これらの

課題について最初から検討する機会があります。OSPOを設立する組織

は、その組織内の位置づけ、誰に報告するか、どのような意思決定に

影響を与えられるか、そして業務を支援するためにどのようなリソー

スが利用可能かを明確にすべきです。

AIは、OSPOにとって、すでに熟知している業務を基盤として発展させ

る機会をもたらします。ライセンス、セキュリティ、コンプライアン

ス、オープンソースポリシーに関する経験は、AIガバナンスのための

強固な出発点となります。しかし、調査結果からは、さらなる取り組

みが必要な分野も明らかになっています。OSPOは、透明性、再現性、

バイアス、公平性といった新たな懸念事項や拡大しつつある懸念事項

よりも、知的財産やセキュリティといった慣れ親しんだリスクに、よ

り多くの注意を払っています。ソフトウェア開発においてAIがますま

す一般的になるにつれ、OSPOは専門知識を広げ、法務、セキュリ

ティ、データ、責任あるAI、調達、およびエンジニアリングの各チー

ムと緊密に連携していく必要があります。オープンソースのガバナン

スだけでは、AIに伴うすべてのリスクを網羅することはできません。

OSPOがいつ関与するかは、その活動内容と同じくらい重要である可

能性があります。AIに関する意思決定に関与するOSPOは、通常、技

術選定の段階以前から参画しており、その参画は、オープンソース

AIの管理、コンプライアンス、リスク低減、信頼性の向上、および

開発者の生産性の向上につながっています。したがって、組織は、

ライセンスやコンプライアンス上の問題が発生するのを待つのでは

なく、技術、ベンダー、モデル、およびポリシーが検討されている

段階で、OSPOを参画させるべきです。この役割は、AIにとどまら

ず、オープンソースに大きく依存する他の技術にも拡大する可能性

があります。

また、この報告書では、OSPOが提供できる価値と、その導入を説得

することの難しさとの間にギャップがあることも示されていま

す。OSPOを設置している組織からは、ソフトウェアの品質、セキュ

リティ、コンプライアンス、開発効率、および開発者の体験におい

てメリットが報告されています。しかし、OSPOの設置を計画してい

る組織は、依然として投資の正当性を説明し、経営陣の支持を得る

ことに苦労しています。OSPOのリーダーは、コンプライアンスリス

クの低減、作業の重複回避、開発者のワークフローの改善、あるい

はチームが新しい技術をより安全に導入できるよう支援することな

ど、組織の優先事項に直接結びつく観点から、OSPOの価値を説明す

る必要があるかもしれません。

長期的な持続可能性もまた、課題の一つです。多くのOSPOは、コ

ミュニケーション、協働、組織内の推進者、そして確立された手順

に依存して活動を維持していますが、専用の資金、研修、または人

材採用を必要とする活動に投資している組織はそれほど多くありま

せん。これは重要な点です。なぜなら、人員や予算の制約は、既存

のOSPOから報告されている最も一般的な課題となっているからで

す。したがって、OSPOを長期的に維持するためには、非公式な提唱

活動にとどまらず、オープンソース活動を組織の役割、予算、計画

においてより明確な位置づけにすることが必要となるかもしれませ

ん。
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調査方法

本調査は、2026年にLinux Foundation Researchが実施したウェブ調

査に基づいています。この調査では、世界中のオープンソース プロ

グラム オフィス（OSPO）および同様のオープンソース管理機能の普

及状況、組織構造、持続可能性、および成果について検証しました。

また、AIインフラ、コンプライアンス、セキュリティ、リスク管理へ

の関与をはじめ、生成AIやエージェント型AIといった新興技術の導入

など、AIガバナンスにおけるOSPOの役割の変遷についても検証しまし

た。

データの質を確保し、回答者が関連する専門的および組織的な経験

を有していることを確認するため、本調査では、組織のオープン

ソースへの関与状況、回答者の本人確認、雇用形態、職務内容、組

織規模、本社の所在地、組織の種類などを確認するスクリーニング

質問を設けました。また、アンケートでは、組織が現在、正式また

は非公式のOSPOを設置しているか、設置を計画しているか、過去に

設置していたか、あるいは一度も設置したことがないかによって分

岐させる仕組みを採用しており、回答者はそれぞれの組織の状況に

応じた質問を受け取れるようになっていました。

本調査は、さまざまな組織環境における視点を把握することを目的

として設計されました。回答者からは、組織の規模、所在地、およ

び種類（エンドユーザー組織、テクノロジーベンダーおよびサプラ

イヤー、ITコンサルティング・サービスプロバイダー、非営利団体

および財団、学術・研究機関、政府機関など）に関する情報が寄せ

られました。また、本調査では、学術・研究機関のOSPO向けに専用

の回答経路を設けており、これらの組織特有の組織構造、責任範

囲、および成果の違いを反映しています。

このアンケートは46の質問で構成されており、回答者の回答内容に

応じて表示される質問の組み合わせが異なっていました。調査項目

には、回答者および組織の特性、オープンソースの利用状況とポリ

シー、OSPOの導入と組織構造、責任と課題、オープンソースのセ

キュリティとコンプライアンス、AIインフラとガバナンス、OSPOの

成果と影響、OSPOとオープンソースプロジェクトの持続可能

性、OSPO設立の計画、およびOSPOが解散した組織や設立予定のない

組織の経験などが含まれていました。最後の3つの質問は任意回答と

なっており、フォローアップインタビューやLinux Foundation 

Research Forumへの参加に関心のある回答者から、別途連絡先情報を

収集しました。この調査は所要時間が約5～10分となるよう設計され

ており、英語、中国語、日本語で回答可能でした。

この調査は2026年6月に実施されました。ウェブアンケートには、計

323名の回答者が回答しました。

数値調査の結果を補完するため、Cloudera、Orchitech、Analog 

Devicesの各社から、OSPOのリーダーおよびオープンソースの実務担

当者3名に対し、インタビューを実施いたしました。参加者は、AIガ

バナンスへのオープンソース管理手法の適用、あるいはOSPO関連業務

におけるAIおよびエージェント型ワークフローの活用に直接携わって

いることを基準に選定されました。インタビューでは、ガバナンスや

ポリシーの実施、ソフトウェアのサプライチェーンやリリースプロセ

ス、IDおよびアクセス管理、AIを活用したワークフローなど、これら

の分野においてOSPOの機能がどのように活用されているかについて探

りました。
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回答者の属性

図29は、回答者の属性および組織の概要を示しています。 

回答者は、幅広い職種や組織環境に属する方々でした。開発者やソ

フトウェアエンジニアが最大の職種グループ（35％）を占め、次い

でその他のIT職種（19％）、IT管理職（11％）が続きました。ま

た、組織の規模、所在地、種類も多岐にわたり、回答者は従業員数1

～10人の組織から、20,000人以上の従業員を抱える大企業まで幅広

く含まれていました。地域別では、米国およびカナダ（31％）、欧

州（24％）、アジア太平洋地域（23％）が最も大きな割合を占め、

組織の種類別ではエンドユーザー組織が最も大きな割合（21％）を

占めました。

また、本調査の対象となった組織は、オープンソースの取り組みのさ

まざまな段階において活発に活動していました。回答者の大半

（85％）が、製品やサービスにおいてオープンソースコードを利用し

ていると回答した一方、39％がアップストリームプロジェクトに貢献

し、37％がオープンソースプロジェクトを立ち上げたり公開したり

し、36％がオープンソースプロジェクトやファウンデーション間での

協業を行い、29％がリーダーやメンテナーとしての役割を通じてプロ

ジェクトに影響を与えていることが分かりました。

オープンソースの製品への活用に関しては、正式なポリシーが最も確

立されています。回答者の61％が、所属組織ではこの活用に関する正

式なポリシーを頻繁に遵守していると報告しました。一方、従業員に

よる業務外プロジェクトへの貢献、オープンソースプロジェクトの公

開、アップストリームへの貢献、オープンソースプロジェクトやファ

ウンデーションへのスポンサー活動、およびアップストリームへの提

出を目的としないサードパーティのプロジェクトへの貢献といった、

貢献に関連する活動については、正式なポリシーの遵守頻度は低くな

りました。

データへのアクセス
本レポートの基礎となる調査の生データは、Linux Foundation 

Researchコミュニティのリポジトリを通じて、Zenodo(https://
zenodo.org/communities/linux-foundation-research) で公開され

ています。このデータセットには、匿名化されたすべての調査回答が

含まれており、適用されるオープンライセンスの下で、自由にアクセ

ス、ダウンロード、再利用が可能です。独立した分析を行いたい、あ

るいは本調査を基に研究を進めたい研究者や実務家の皆様は、ぜひリ

ポジトリを直接ご参照ください。.

免責事項
LF Researchでは、二次資料の集約、データ分析、報告書作成の支

援、校正、翻訳など、調査関連の業務において、生成AIツールをさ

まざまな程度で活用しています。AIによって生成されたコンテンツ

はすべて、必要に応じて確認・修正が行われます。
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図 29: 回答者の人口統計および組織概要

仕事上、以下のうち、あなたの役割を最

もよく表しているのはどれですか？ (1つ選

択してください) 

Footnote: OSPO 2026, Q4, Sample size = 323

あなたの組織は、オープンソース導入の

道のりのどの段階にありますか？ (該当す

るものをすべて選択してください) 

Footnote: OSPO 2026, Q1, Sample size = 323

あなたの組織には何人の従業員がいます

か？ソフトウェアインテグレーターやコ

ンサルティング会社に勤務している場

合、あるいは自営業の場合は、現在主に

業務を行っている最新のクライアントに

ついてお答えください。(いずれか1つを選択して

ください) Footnote: OSPO 2026, Q5, Sample size = 323

お勤めの組織の本社はどの地域にあります

か？ (1つ選択してください)

Footnote: OSPO 2026, Q6, Sample size = 323

あなたの組織では、以下の分野におけ

るオープンソースプロジェクトの利用

および／または貢献に関する正式な方

針を、どのくらいの頻度で従っていま

すか？ (各行につき1つ選択してください)

Footnote: OSPO 2026, Q8, Sample size = 323
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1 to 10

11 to 49

50 to 249

250 to 999

1,000 to 9,999

10,000 to 19,999

20,000 or more

Don't know or not sure
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付録

付録 A1：組織内の OSPO 設置状況 あなたの所属する組織では

現在、あるいは過去に、OSPO または同様のオープンソース 

イニシアチブを設立したことはありますか？

組織内において、OSPOはどこに位置していますか？取り組みが非公式なものである場合

は、主な責任者たちが誰に報告しているかに基づいてお答えください。 (1つを選択して)

Yes, formal 
or Informal

Software engineering 39%

Office of the CTO or CIO 22%

IT or computing services 16%

 DevRel, marketing or communications 6%

Security, compliance or risk management 6%

Technology transfer/licensing office 5%

Legal 3%

AI Center of Excellence/ Responsible AI 2%

Data Science / Analytics 1%

Footnote: OSPO 2026, Q10/Q11, Sample size=90

付録 A2：OSPO の導入状況（設立からの経過年数別） あなたの所属

する組織では、現在、あるいは過去に、OSPO または同様のオープ

ンソース　イニシアチブを設立したことはありますか？?

OSPOはいつ設立されましたか？

(1つを選択して)
Yes, formal 
or Informal

2年未満 39%

3～5年 25%

6～10年 17%

10年以上 19%

Footnote: OSPO 2026, Q10/Q12, Sample size=90

付録A3：OSPOの安定性

過去2～3年の間に、OSPOは組織内の別の部門に再編されましたか？ 
(1つを選択して)

いいえ 57%

はい 26%

DKNS 18%

Footnote: OSPO 2026, Q18, Sample size = 9

付録 A4：AI リスク管理における OSPO の有効性
現在、あなたの組織の OSPO のオープンソースコンプライアンスは、生
成型 AI のリスクを先を見越して管理する上で、どの程度有効であると
お考えですか？? (1つを選択して)

まったく効果はない 1%

ほとんど効果がない 17%

効果あり 43%

 非常に効果あり 8%

極めて効果あり 6%

 DKNS 26%

Footnote: OSPO 2026, Q14, Sample size = 90

付録 A5：OSPO によるオープンソースのセキュリティ問題への対応 

あなたの組織の OSPO は、オープンソースのセキュリティ問題に直接

取り組んでいますか？? (1つを選択して))

はい、OSPOは、組織の従業員がオープンソースプロジェクトにおけるセキュリティリスクをどのように特

定できるか、また、それらのプロジェクトにおいてより安全なソフトウェアを構築するためにどのように

支援すべきかについて決定を下しています（社内教育、ガイドライン、ベストプラクティス、ポリシーな

ど）。

46%

いいえ、ですが、OSPOは担当するチームや部署に対して助言を行っています 39%

いいえ、弊社ではオープンソースのセキュリティには重点を置いていません。 9%

 DKNS 7%

Footnote: OSPO 2026, Q13, Sample size = 90
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付録A6：OSPOによるAI関連活動への取り組み

あなたの組織のOSPOは、ガバナンス、コンプライアンス、セキュリ

ティ、あるいは標準化など、AI関連の活動に取り組んでいますか？

(1つを選択して)

はい 58%

いいえ 27%

 DKNS 16%

Footnote: OSPO 2026, Q19, Sample size = 90

付録A7：OSPOの持続性を確保するための取り組みの頻度 あなたの組織の
OSPOは、その持続性（イニシアチブを長期的に維持すること）を確保す
るための取り組みに、どのくらいの頻度で取り組んでいますか？ 
(1つを選択して)

決して 7%

めったに 12%

 時々 33%

 よく 26%

 いつも 14%

 DKNS 9%

Footnote: OSPO 2026, Q31, Sample size = 102

付録A8：学術OSPOの責務

OSPOの主な責務を3つ挙げてください。？ 

(最大3つまで選択してください)

組織内での教育・研修 92%

オープンソースライセンスの遵守状況を監査する 33%

コミュニティづくり 33%

 外部パートナーやオープンソースコミュニティ、財団との連携 25%

組織内のオープンソースポリシー 25%

組織内におけるオープンソースの推進 17%

 他部署との連携 8%

組織内でのOSS導入を支援するためのツールとインフラ 0%

 OSSプロジェクトチームの直接支援部門 0%

 その他（具体的にご記入ください） 8%

 DKNS 0%

Footnote: OSPO 2026, Q29, Sample size = 12

付録A9：新しいOSPOの組織体制について
OSPOは正式にはどのような組織体制となるのでしょうか？ (該当するものを

すべて選択してください)

専任スタッフ 66%

レポートライン 40%

新しい役職名 14%

 その他（具体的にご記入ください） 3%

 DKNS 17%

Footnote: OSPO 2026, Q35, Sample size = 35
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